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『大阪の成長を支える37業種の中堅・中小企業における若者・女性の正社員採用・登用』
大阪では若者・女性の有業率や正社員比率が低く、若者・女性が正社員、中核人材として定着・活躍できる良質で安定的な雇用環境を形成することが一層重要となっています。
そこで、正社員雇用への最初のステップである正社員採用・登用に焦点を絞り、大阪の成長を支える製造、建設、運輸、インバウンド関連の37業種（図表１）を対象に、府内中堅・中小企業での若者・女性を中心とする採用・登用の状況について調査を行いました。
その際、大阪府商工労働部が令和元年度より活用している厚生労働省の地域活性化雇用創造プロジェクトの一環として行った企業診断と人材確保確認調査（図表２）の回答データ（令和元年12月末までの回答分）を集計・分析しました。回答企業数は、企業診断173、人材確保確認調査132です。その結果を、『大阪の成長を支える37業種の中堅・中小企業における若者・女性の正社員採用・登用』（資料№181）としてとりまとめました。
　　　　　　　　　　　　　図表１　調査対象の37業種
	
	　　　　　　　　　　　　　業種名

	製造関連
	食料品製造業、繊維工業、家具・装備品製造業、パルプ・紙・紙加工品製造業、印刷・同関連業、化学工業、プラスチック製品製造業、鉄鋼業、金属製品製造業、はん用機械器具製造業、生産用機械器具製造業、電気機械器具製造業、輸送用機械器具製造業、その他の製造業　（14業種）

	建設関連
	総合工事業、職別工事業、設備工事業　（３業種）

	運輸関連
	道路旅客運送業、道路貨物運送業、運輸に附帯するサービス業、自動車整備業　（４業種）

	インバウンド関連
	情報サービス業、映像・音声・文字情報制作業、繊維・衣服等卸売業、飲食料品卸売業、建築材料・鉱物・金属材料等卸売業、機械器具卸売業、その他の卸売業、織物・衣服・身の回り品小売業、飲食料品小売業、その他の小売業、宿泊業、飲食店、持ち帰り・配達飲食サービス業、洗濯・理容・美容・浴場業、その他の生活関連サービス業、娯楽業　（16業種）


（注）これら37業種は、大阪府の総合戦略である「大阪の成長戦略（2018年3月改訂版）」の「重点化を図る３分野（Ⅰ：健康・医療関連産業の世界的なクラスター形成、Ⅱ：インバウンドの増加を契機としたアジア市場の取り込み強化、Ⅲ：第４次産業革命に対応したイノベーションの促進と生産性の向上）」の関連業種の中から、内閣官房（まち・ひと・しごと創生本部）及び経済産業省が提供する地域経済分析システム（RESAS）に基づいたローカルベンチマークでB以上、かつ府内事業所数が1,000以上という基準で選定された。
図表２　企業診断と人材確保確認調査
	企業診断
	OSAKAしごとフィールド 中小企業人材支援センターのオリジナルコンテンツ。令和元年６月に運用を開始し、企業の人材に関する課題を可視化し、課題解決に向けて必要な支援メニューにつなげるもの。

	人材確保確認調査
	上記の企業診断を受診した企業に対し、その後の採用等への取組の成果や、経営・労働・職場環境、社風などについて回答を求めたもの。


· 調査結果のポイント

	１　37業種は大阪産業の競争力、成長・発展を支えるうえで重要な役割を担っている。
２　採用活動を行っても、求人募集人数を確保できていない企業が多い。
３　正社員を採用した企業の比率は、若者の男女間、女性の未婚・既婚間の開きが大きいが、正社員を登用した企業の比率は、それぞれ正社員採用ほどの開きはない。
４　自社の強みなどの魅力の効果的対外発信ができていない企業が多い。
５　採用手段によって、利用して採用実績につながった企業の比率の規模間格差が異なる。
６　採用に向けた社内体制が未整備の企業が少なくない。
７　施策を効果的に活用して、自社の採用力を着実に向上させている企業もみられる。
８　若者・女性を中心に正社員採用・登用するには、広報力強化、正社員確保の手段の適切な選択、採用・登用のための社内体制整備・拡充が主なポイント。採用活動の課題解決力、正社員雇用力強化に向けた的確な取組支援が必要である。


○調査結果の概要
大阪府の37業種総計の都道府県順位は、事業所数と従業者数はともに東京都に次ぐ第２位、付加価値額は東京都、愛知県に次ぐ第３位であり（図表３）、37業種は大阪産業の競争力、成長・発展を支えるうえで重要な役割を担っている。
図表３　37業種総計の事業所数、従業者数、付加価値額
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（注）事業所数と従業者数は、民営事業所のデータ。付加価値額は、外国の会社及び法人でない団体を除く民営事業所のデータ
（出所）総務省『平成28年経済センサス 活動調査』

昨年度の採用活動で、応募者数が求人募集人数未満（競争倍率１倍未満）の企業は約１割にすぎない（図表４）が、約６割の企業で内定辞退者がある（図表５）など、結果的に採用者数が求人募集人数以上（採用充足率100％以上）の企業は４割に満たない（図表６）。
図表４ 競争倍率（％）(N:149)  図表５ 内定辞退率（％）(N:145) 図表６ 採用充足率(%)(N:142)
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(注)Ｎ=有効回答企業数。以下、　（注）内定者が１人以上あった　（注）１人以上の求人募集を行っ
同じ　　　　　　　　　　　　　　企業からの回答。　　　　　　　た企業からの回答。
１人以上の求人募集を行った　　　内定辞退率＝内定辞退者数　　　 採用充足率＝採用者数÷求
企業からの回答。　　　　　　　　÷内定者数×100　　　　　　　 人募集人数×100
競争倍率＝応募者数÷求人募　　　内定辞退者数＝内定者数－

集人数　　　　　　　　　　　　　採用者数
（出所）図表４～６とも企業診断

企業診断受診後に44歳以下の未婚男性を正社員登用した企業の比率は、44歳以下の未婚女性や49歳以下の既婚女性(夫と死別または離別して、現在独身でいる女性を含む)を登用した企業の比率より高いものの、比率の開きは大きくない（図表７）。一方で、44歳以下の未婚男性を正社員採用した企業の比率は、44歳以下の未婚女性を採用した企業の比率よりもかなり高い。さらに、49歳以下の既婚女性を正社員採用した企業の比率は非常に低い（図表８）。このように正社員の登用と採用においては、属性による違いに差がみられる。
図表７　若者・女性を登用した企業の比率　　図表８　若者・女性を採用した企業の比率　　　　　　　　　　　　　　　　　　
[image: image5.emf]登用者の属性 N 回答率（％）

44歳以下の未婚男性 14 46.7

44歳以下の未婚女性 10 33.3

49歳以下の既婚女性 8 26.7
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　　[image: image6.emf]採用者の属性 N 回答率（％）

44歳以下の未婚男性 49 67.1

44歳以下の未婚女性 27 37.0

49歳以下の既婚女性 6 8.2

有効回答企業数 73 　


（注）登用者１人以上の企業からの複数回答 　　　（注）採用者１人以上の企業からの複数回答
（出所）図表７、図表８とも人材確保確認調査

　自社のホームページ、会社案内をもつ企業は多いが、自社の魅力把握、明文化は不十分（図表９）。自社のホームページは採用手段として、昨年度、ハローワークに次いで多くの企業で利用されたが、採用につながった企業の比率は低い（図表10）。
図表９　自社の魅力の整理・発信の状況　　 図表10　自社のホームページでの採用実績
（回答率、％）(N:173)　　　　　　　　      　　　（％）(N:132)
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(注)複数回答　　　　　　　　　　　　　　　　　　(注)昨年度、自社のホームページを使って採用
（出所）図表９、10とも企業診断　　　　　　　　　　　活動をした企業からの回答。

企業が利用した採用手段とその採用実績との関係は、採用手段ごとに企業規模別でみた状況が異なる。
・就職ポータルサイトや大学・高校等教育機関の紹介は、19人以下の企業では採用につながりにくい。
・ハローワーク、合同企業説明会、人材紹介会社の仲介は、企業規模間格差はみられるものの、19人以下の企業でも半数以上の企業で採用につながっている。

・知人・友人の紹介や、アルバイトからの登用は、企業規模を問わず、正社員確保の有力なルートとなっている（図表11）。

図表11　企業規模別、採用手段別にみた利用して採用につながった企業の比率（％）
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（注）Ａ＝利用企業数、Ｂ＝利用して採用につながった企業数。複数回答。
（出所）企業診断

（１）適性検査などのアセスメントツールを導入している企業が少ない
　アセスメントツール導入企業は未導入企業よりも、採用した正社員の専門的知識・技能面の満足度が高い（図表12）が、導入企業は約４割にとどまり、半分以上の企業は導入していないばかりか、導入の検討さえしていない（図表13）。
図表12　アセスメントツール導入状況と採用した正社員の　　図表13　アセスメントツ
専門的知識・技能面の満足度　　　　　　　　　　　　―ル導入状況(％) (N:173)
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（注）満足度に対する回答を不満＝１、どちらかといえば不満＝　　　　（出所）企業診断
２、どちらかといえば満足＝３、満足＝４として算出。※※＜.01
（出所）企業診断、人材確保確認調査
（２）経営者が採用の主たる業務を担う場合、採用者への満足度が低い
経営者が採用の主たる業務を担っている企業は、他業務と兼任する社員、人事全般を担当する社員がそれを担っている企業に比べ、正社員の採用人数の確保面、採用した正社員の専門的知識・技能面ともに満足度が低い（図表14、図表15）。　
図表14　正社員採用人数の確保面の　　　図表15　採用した正社員の専門的知識・
満足度　　　　　　　　　　　　　　　　　技能面の満足度
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（出所）図表14、15とも企業診断、人材確保確認調査
（３）自社の求める人物像、採用選考の評価項目などが明確になっていない
　自社の求めるスペックや能力（スキル、経歴など）、人柄や特性といった人物像が「あいまい」なまま採用活動を行っている企業が少なくない（図表16、図表17）。
採用選考の評価項目・基準が決められていない企業も半数を超えている（図表18）。
図表16 求める人物のスペック・能力（％）(N:173)
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図表17 求める人物の人柄・特性（％）(N:173)
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図表18 採用選考の評価
項目・基準（％）(N:173)
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（出所）図表16～18とも企業診断

OSAKAしごとフィールド　中小企業人材支援センターのタレントシェアリング（※）

を活用して採用力を着実に向上させている府内企業も下記のとおり、みられる。

※タレントシェアリング：大手企業などに在籍する採用や人事などに専門性を有する人
材を、中小企業が兼業や副業、出向のかたちで受け入れ、自社の抱える人材確保等の
課題の解決にともに取り組んでいくことで、採用ノウハウ構築を図る事業。

　企業が若者・女性を中心とする正社員採用・登用の取組の実効性を高めていくためのポイントとしては、下記の項目があげられる。

〇採用のための広報力強化

　採用活動を行うに当たって企業は、自社の強みなどの魅力を効果的に対外発信し、求職者を惹きつけるため、広報力を強化することが必要である。　

〇正社員確保の手段の適切な選択

　小規模な企業も様々な採用手段を利用しているが、大規模な企業に比べると全般的に採用に結びついた企業の比率が低い。しかし、知人・友人の紹介、アルバイトからの正社員登用などは企業規模を問わず、正社員確保の有力な手段となっている。こうした状況を踏まえて、正社員確保の適切なルートを構築していくことが必要である。

〇採用・登用のための社内体制の整備・拡充

アセスメントツールを導入している企業、採用選考の評価項目と基準を決めている企業は多くはない。また採用の主たる業務を経営者が担っている企業では、正社員の採用人数面の満足度、採用した正社員の専門的知識・技能面の満足度が低い。こうしたことから、採用や登用に向けた社内体制を整備・拡充していくことが必要である。

〇働き方改革の一層の推進

　採用した社員を戦力化していくには、自社に定着させることが必要である。そのためにも、働き方改革を一層推進していくことが求められる。

〇安定した事業・経営基盤の形成・強化

　賃金や福利厚生面の水準などの企業の労働条件や将来性は、求職者にとって求人応募先選択のポイントであり、また入社後の定着率を左右するポイントでもある。こうしたことから、企業は生産性向上や人材育成、業務効率化への取組をより一層推進して競争力を高め、安定した事業・経営基盤を形成・強化していくことが必要である。

　
このような中で、行政の支援機関には、支援事業の効果的ＰＲによる認知度向上に努めるとともに、規模や業種の特性などを踏まえつつ、企業における採用活動の課題解決力、正社員雇用力強化に向けた取組支援を的確に実施していくことが求められる。

○報告書の閲覧等
　報告書冊子（資料№181）は、大阪府府政情報センターにおいて閲覧いただけます。また、一冊340円でご購入もいただけます。

　※大阪府府政情報センター

　　　大阪市中央区大手前２丁目 大阪府庁本館５階　　TEL　06-6944-8371

　　　URL　http://www.pref.osaka.lg.jp/johokokai/jigyo3/kankobutu.html
なお、この報告書は、当センターのウェブサイトでご覧いただけます。

URL　http://www.pref.osaka.lg.jp/aid/sangyou/
１　37業種は大阪産業の競争力、成長・発展を支えるうえで重要な役割を担っている。





２　採用活動を行っても、求人募集人数を確保できていない企業が多い。





３　若者の男女間、女性の未婚・既婚間で、非正規社員を正社員に登用した企業の比率に大きな開きはないのに対し、正社員採用した企業の比率については大きな開きがある。





４　自社の強みなどの魅力の効果的対外発信ができていない企業が多い。





5　採用手段によって、利用して採用につながった企業の比率の規模間格差が異なる。





6　採用に向けた社内体制の整備に遅れがみられる。





7　施策を効果的に活用して、自社の採用力を着実に向上させている企業もみられる。











金属加工を行うＡ社（従業員数：50名弱）では、採用手法など採用に関するノウハウが不足していた。この現状を解決する方法を探す中でタレントシェアリングを知り、求人サービス業務に精通した大企業勤務の人材（タレント）を副業として月一回の契約で受け入れている。タレントから、採用に関するノウハウや情報を獲得しつつ、社員も巻き込んで中期的採用目標に向かって着実に歩みを進めている。





８　若者・女性を中心に正社員採用・登用するには、広報力強化、正社員確保の手段の適切な選択、採用・登用のための社内体制整備・拡充が主なポイント。採用活動の課題解決力、正社員雇用力強化に向けた的確な取組支援が必要である。
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